
令 和 ７ 年 度

佐野市下水道事業会計補正予算書

（第２号）

〔付　予算に関する説明書〕



　（総則）

　（収益的収入及び支出）

　支　出

第１款　下 水 道 事 業 費 用

　第１項　営業費用

　（資本的収入及び支出）

　支　出

第１款　資 本 的 支 出

　第１項　建設改良費

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　　佐野市長  金　子　　裕 　

　　令和７年１２月２２日提出

職員給与費 188,379千円 6,388千円 194,767千円

第４条　予算第９条に定めた経費の金額を次のように改める。

（科　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

4,129,938千円 1,516千円 4,131,454千円

2,769,299千円 1,516千円 2,770,815千円

（科　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

　予定額を次のとおり補正する。

第３条　予算第４条中「(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,814,044千円

　は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 172,561千円、当年度分損益勘定

　留保資金1,102,291千円、減債積立金539,192千円で補填するものとする。)」を、「(資

　本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,815,560千円は、当年度分消費税及び地

　方消費税資本的収支調整額 172,561千円、当年度分損益勘定留保資金 1,102,291千円、

　減債積立金 540,708千円で補填するものとする。）」に改め、資本的収入および支出の

3,612,543千円 4,872千円 3,617,415千円

（科　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

3,842,537千円 4,872千円 3,847,409千円

議案第１２５号

　　　令和７年度佐野市下水道事業会計補正予算（第２号）

第１条　令和７年度佐野市下水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

第２条　令和７年度佐野市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

　益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。
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予 算 に 関 す る 説 明 書



[税込]

　支　　出

目 既決予定額 補正予定額 計 備　考

1 下 水 道 3,842,537 4,872 3,847,409

事 業 費 用 1 3,612,543 4,872 3,617,415

1 汚水管渠費 335,234 990 336,224

3 処理場費 795,933 751 796,684

5 普及指導費 15,070 790 15,860

7 総係費 113,796 2,341 116,137

　支　　出

目 既決予定額 補正予定額 計 備　考

1 資 本 的

支 出

1 汚水管渠建設改良費 1,236,619 1,064 1,237,683

2 雨水管渠建設改良費 190,600 452 191,052

1 2,769,299 1,516 2,770,815建設改良費

款 項

4,129,938 1,516 4,131,454

（単位：千円）

（資本的収入及び支出）

営 業 費 用

（単位：千円）

款 項

令和７年度 佐野市下水道事業会計補正予算（第２号）実施計画

　（収益的収入及び支出）
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[税抜]

(単位：千円)

　　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 145,524

減価償却費 2,080,261

固定資産除却費 108,649

貸倒引当金の増減額(△は減少) △ 18

賞与引当金の増減額(△は減少) 625

長期前受金戻入 △ 1,086,619

支払利息及び企業債取扱諸費 228,992

未収金の増減額（△は増加） △ 83,235

未払金の増減額（△は減少） 402,139

預り金の増減額(△は減少) △ 59

小計 1,796,259

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 228,992

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,567,267

　　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,515,688

無形固定資産の取得による支出 △ 16,818

補助金及び負担金による収入 707,808

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,824,698

　　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

1,538,700

△ 1,360,639

財務活動によるキャッシュ・フロー 178,061

　　　資金増加額（又は減少額） △ 79,370

　　　資金期首残高 1,477,915

　　　資金期末残高 1,398,545

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てる
ための企業債の償還による支出

令和７年度 佐野市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
　(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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１．総括

特別職 一般職 報酬

(2)

0 22 0

(2)

0 22 0

(0)

0 0 0

手当

の

内訳

補正後 16,457

補正前 15,566

比　較 891

1,767 12,920 8,499

0

区分 期末手当

比　較 0 0 0 286 0

地域手当

1,509

補正前 2,964 740 1,891 11,630 0 1,509

勤務手当

補正後 2,964 740 1,891 11,916 0

区分 扶養手当 住居手当 管理職手当
時 間 外 休　　日

通勤手当
勤務手当

480 6,388

※ (　)内は、短時間勤務職員数外書き。

※ 手当には賞与引当金繰入額を、法定福利費には法定福利費繰入額を含む。

比　較
3,149 2,295 5,444 464

87,975 57,486 145,461 29,355 188,379

150,905 29,819 14,043 194,767

補正前
13,563

91,124 59,781

給　料 手　当 計 福利費 負 担 金

補正後

8,775 59,781

給   与   費   明   細   書

（単位：千円）

区分
職員数(人) 給　　　　与　　　　費 法  定 退職手当

合　計

57,486

57 785 276 2,295

勤勉手当
賞与引当金
繰  入  額

計

1,824 13,705
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 (1)　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報酬

(0)

0 22 0

(0)

0 22 0

(0)

0 0 0

手当

の

内訳

 (2)　会計年度任用職員

特別職 一般職 報酬

(2)

0 0 0

(2)

0 0 0

(0)

0 0 0

手当

の

内訳

比　較 0 64 56 0

補正後 0 1,018 858 0

補正前 0 954 802 0

0

区分 地域手当 期末手当 勤勉手当

94

賞与引当金
繰  入  額

比　較 0 0 0 0 0

区分 扶養手当 住居手当

94

補正前 0 0 0 0 0

補正後 0 0 0 0 0

管理職手当
時 間 外 休　　日

154 0378

通勤手当
勤務手当

532

勤務手当

7,652

比　較
258 120

4,579 1,850 6,429 1,223 0

0 8,184

補正前

補正後
4,837 1,970 6,807 1,377

区分
職員数(人) 給　　　　与　　　　費 法  定 退職手当

合　計
給　料 手　当 計 福利費

比　較 57 827 729 276

補正後 1,824 15,439 12,847 8,775

補正前 1,767 14,612 12,118 8,499

0

区分 地域手当 期末手当 勤勉手当
賞与引当金
繰  入  額

比　較 0 0 0 286 0

1,415

補正前 2,964 740 1,891 11,630 0 1,415

勤務手当

補正後 2,964 740 1,891 11,916 0

480 5,856

区分 扶養手当 住居手当 管理職手当
時 間 外 休　　日

通勤手当
勤務手当

比　較
2,891 2,175 5,066 310

83,396 55,636 139,032 28,132 13,563 180,727

144,098 28,442 14,043 186,583

補正前

福利費 負 担 金

補正後
86,287 57,811

（単位：千円）

区分
職員数(人) 給　　　　与　　　　費 法  定 退職手当

合　計
給　料 手　当 計

1,850

120

計

57,811

55,636

2,175

計

1,970

（単位：千円）

負 担 金
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増減額

千円

給料表の改定

千円

時間外勤務手当

地域手当

期末手当2,175手　当

286

制度改正に
伴う増減分

2,175

賞与引当金繰入額 276

729勤勉手当

827

給料の増額に伴う増

高　校　卒 200,300

205,000

200,300

205,000短　大　卒 216,500 216,500

大　学　卒

区　分 行　政　職 技能労務職
一般会計の制度

行　政　職 技能労務職

354,191 -

平均年齢(歳) 38.67 -

232,000 232,000

(2)初任給 （単位：円）

平均年齢(歳) 39.59 -

平均給料月額(円) 295,671 -

令和６年１２月１日現在 平均給与月額(円)

平均給料月額(円) 314,991 -

令和７年１２月１日現在 平均給与月額(円) 368,234 -

(1)職員１人当たり給与

区　　　　　　　　分 行　政　職 技能労務職

３．給料及び手当の状況

給料の増額に伴う増、
支給月数0.05月分引上げ

千円 千円

57 給料の増額に伴う増

給料の増額に伴う増

給与改定に伴う
2,891

増加分

給料の増額に伴う増、
支給月数0.05月分引上げ

２．給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

区  分 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明 備      考

千円 千円

給　料 2,891
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(3)級別職員数

( ) )

( ) )

( ) )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( - ) ( - )

( ) )

( ) )

( ) )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( ) ( )

( ) ) ( - ) ( - )

(級別の基準となる職務）

(4)期末手当・勤勉手当

一般会計の制度 2.300 2.350 4.65 有

有

補 正 前 2.300 2.300 4.60 有

６月(月分) １２月(月分) (月分)

補 正 後 2.300 2.350 4.65

参　与

技師補 技　師 副参事

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支給率計   職制上の段階、職務の

  級等による加算措置
備考

行 政 職 主　事 主　査 主　査 副主幹 主　幹

７級 ８級

主事補 主　任 参　事

１級
(

※(　)内は、短時間勤務職員数及び構成比外書き

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

計
(

計
21 100.0 - -

１級
4 19.1

３級
(

３級
5 23.8

２級
(

２級
5 23.8

４級
(

４級
令和６年１２月１日現在 2 9.5

５級
(

５級
2 9.5

７級
(

1 4.8

６級
(

2 9.5

-

１級
(

８級
(

0 0.0

計
(

計
22 100.0 -

１級
4 18.3

２級
(

２級
3 13.6

令和７年１２月１日現在 4 18.2

３級
(

３級
6 27.2

５級
2 9.1

４級
(

４級

６級
(

2 9.1

５級
(

８級
(

0 0.0

７級
(

1 4.5

区　　　　分
行　政　職 技能労務職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)
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(6)地域手当

 ※（　）内は、経過措置による令和７年度の支給率

通 勤 手 当 〃 〃

扶 養 手 当 一般会計と同じ な　　し

住 居 手 当 〃 〃

支  給  率  等 24.586875

(7)その他の手当

区　　分 一般 会計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

一般会計の制度 24.586875 33.27075 47.709

33.27075 47.709 47.709

その他の
備　　考

最高限度

(月分) (月分) (月分) (月分） 加算措置等

区　　　　分

 支　給　率(％)

 支給対象職員数(人)

 国の指定基準に基づく支給率(％)

(5)定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

47.709

下水道事業会計

４(２)

２２

４(２)

一般会計

４(２)

８７２

４(２)
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[税抜]

(単位：円)

617,227,326

1,873,014,815

△ 465,505,335 1,407,509,480

55,692,799,296

△ 9,658,794,747 46,034,004,549

6,158,163,182

△ 3,137,369,468 3,020,793,714

2,693,614

△ 1,522,269 1,171,345

19,462,859

△ 4,253,085 15,209,774

495,719,367

51,591,635,555

138,879,580

2,882,000

　 ハ その他無形固定資産 376,000

142,137,580

51,733,773,135

1,398,545,486

189,710,482

　 　貸倒引当金 △ 19,133,773 170,576,709

1,569,122,195

53,302,895,330

 (1) 現金預金

 (2) 未収金

　　 流動資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 672,886,084

　　 資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14,105,575,515

 (2) 無形固定資産

 　イ 施設利用権

 　ロ 電話加入権

　　 無形固定資産合計

　　 固定資産合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,432,689,431

2　流　動　資　産

 　ホ 車両運搬具

 　　 減価償却累計額

 　ヘ 工具器具及び備品

 　　 減価償却累計額

 　ト 建設仮勘定

 　　有形固定資産合計

 　ロ 建物

　　  減価償却累計額

 　ハ 構築物

 　　 減価償却累計額

 　ニ 機械及び装置

 　　 減価償却累計額

令和７年度　佐野市下水道事業予定貸借対照表

(令和8年3月31日)

資　　産　　の　　部

1　固　定　資　産

 (1) 有形固定資産

 　イ 土地
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[税抜]

(単位：円)

15,103,435,494

15,103,435,494

15,103,435,494

1,342,509,336

1,342,509,336

480,160,000

14,167,000

14,167,000

2,500,000

1,839,336,336

30,638,030,440
　　 長期前受金収益化累計額 △ 7,448,279,239

23,189,751,201

40,132,523,031

11,537,955,195

24,030,803

246,559,429

270,590,232

675,594,872

0

0

686,232,000

145,524,000

540,708,000

1,361,826,872

1,632,417,104

13,170,372,299

53,302,895,330

　　 剰余金合計

　　 資本合計

　　 負債資本合計

　 ロ 利益積立金

　 ハ 建設改良積立金　

　 ニ 当年度未処分利益剰余金

うち当年度未処分利益剰余金

うちその他未処分利益剰余金変動額

　　 利益剰余金合計

 (1) 資本剰余金

 　イ 受贈財産評価額

　 ロ 補助金

　　 資本剰余金合計　

 (2) 利益剰余金

　 イ 減債積立金

　　 長期前受金

　　 繰延収益合計

　　 負債合計

資　　本　　の　　部

6　資　本　金

7　剰　余　金

 　イ　賞与引当金

　 　引当金合計

 (4) その他流動負債

　　 流動負債合計

5　繰　延　収　益

4　流　動　負　債

 (1) 企業債
　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

 　　企業債合計

 (2) 未払金

 (3) 引当金

負　　債　　の　　部

3　固　定　負　債

 (1) 企業債
　　イ  建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債

 　　企業債合計

　 　固定負債合計
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令和７年度佐野市下水道事業会計補正予算(第２号）における注記事項

Ⅰ．重要な会計方針

１　固定資産の減価償却の方法

　(1)　有形固定資産

　　・減価償却の方法　 定額法(間接法)による。
　　・主な耐用年数

建物 １５～５０年
構築物 ３８～５０年
機械及び装置 　８～２０年
車両運搬具 　４～　５年
工具器具及び備品 　５～１７年

　(2)　無形固定資産

　　・減価償却の方法　 定額法(直接法)による。
　　・主な耐用年数

施設利用権 ２５年

２　引当金の計上方法

　(1)　退職給付引当金

　　　一般会計がその全部を負担することとなっているため退職給付引当金は

　　計上しない。

　(2)　賞与引当金

　　　職員の期末手当及び勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備える
　　ため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計
　　上している。

　(3)　貸倒引当金

　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込
　　額を計上している。

３　キャッシュ・フロー計算書の作成方法

　　キャッシュ・フロー計算書については、間接法によって作成している。

４　消費税及び地方消費税の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表関連
１　引当金の取崩し
　(1)　貸倒引当金の取崩し
　　令和７年度末において、下水道使用料の不納欠損処分による損失に充てるため、
　貸倒引当金1,142千円を取崩す予定である。
　(2)　賞与引当金の取崩し

　　令和７年６月において、期末手当、勤勉手当及び法定福利費として20,277千円を

　支給したため、賞与引当金13,542千円を取崩した。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

１　リース取引の処理方法

　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
　会計処理を行うこととされたが、本会計において該当する取引は所有権移転外
　ファイナンス・リース取引のみであるため、次号の特例措置を適用する。
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２　リース会計に係る特例措置

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行

　規則第５５条に規定する特例措置を適用し、通常の賃貸借取引に係る方法に

　準じた会計処理によっている。

３　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

　未経過リース料相当額（消費税及び地方消費税込み）

　　１年以内 円

　　１年超 円

　　　合計 円

4,993,560

17,893,590

22,887,150
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（資本的収支）

減価償却費

長期前受金戻入 △

資産減耗費 108,649,000 172,561,000

1,102,291,000

【 備 考 】

当年度分損益勘定留保資金
令和７年度
　消費税及び地方消費税　資本的収支調整額

2,080,261,000
資本的支出のうち
仮払消費税及び地方消費税 241,947,000

△1,086,619,000 ４条特定収入影響額 △69,386,000

　消費税及び地方消費税
  資本的収支調整額

172,561,000 172,561,000 0

計 2,491,154,872 1,815,560,000 675,594,872

　減債積立金 1,216,302,872 540,708,000 675,594,872

損益勘定留保資金

　過年度分 0 0 0

　当年度分 1,102,291,000 1,102,291,000 0

補 填 財 源 明 細 書
(令和7年4月1日から令和8年3月31日）

(単位：円)

区　　分
令 和 ７ 年 度

財　源 補　填　額 残　額
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